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※ 本書の内容は、今後、国からの通知等の内容により、見直し等を行う予定です。

また、人口やサービス等の各種推計、掲載事業などは、検討段階の内容を記載

しています。今後、内容の精査を行った上で、予算編成・区議会での議決後に

確定します。 
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１ 策定の趣旨 

 

本区では、平成30年3月に『江東区障害者計画』を策定し、「共生社会の実

現」「障害者の自立支援」「生活の質の向上」の3つを基本理念として、障害者

の保健福祉政策を総合的かつ計画的に推進しています。また、同時に策定さ

れた『第5期江東区障害福祉計画』『第1期江東区障害児福祉計画』では、平成

30年度から令和2年度にかけての区の障害福祉サービスの見込量を設定する

とともに、見込量確保のための方策を規定しています。 

この間、国においては、平成24年6月には、「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」）」が制定され、

障害福祉サービスの対象者の範囲の見直し等が行われました。平成25年6月に

は「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者差別解

消法」）」が制定され、「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進

法）」の改正により、雇用分野における障害者への差別の禁止等が定められま

した。その後、平成30年4月には法定雇用率が引き上げられ、障害者雇用義務

の対象に精神障害者が追加されるなど、障害者に対応する関連施策の拡充が

図られてきました。 

また、本区でも、令和2年4月に全ての区民が障害の有無にかかわらず、互

いに分け隔てなく理解し合い共生する地域社会の実現を目指し、「江東区手話

言語の普及及び意思疎通の促進に関する条例」を制定しています。 

この計画は、こうした状況の変化に対応しつつ、『第5期江東区障害福祉計

画』『第1期江東区障害児福祉計画』の進捗状況、令和元年度に実施した江東

区障害者実態調査の結果等を踏まえ、障害者のニーズに即した充実した地域

生活を実現するため策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけと性格 

 

（１）計画の位置づけ 

 

① 江東区障害福祉計画 

 

 障害者総合支援法第 88 条第 1 項に定められた市町村障害福祉計画として

策定します。 

 

第 1 章 計画策定の基本的考え方 
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② 江東区障害児福祉計画 

 

児童福祉法第33条の20第1項に定められた市町村障害児福祉計画として策

定します。 

 

【関連計画のイメージ図】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

     障害者基本法  

 

   障害者総合支援法  

 

    児童福祉法   

 

 

 

※ 本計画は、江東区障害者計画の中の、主として「自立生活の支援」の事項に関

わる実施計画として一体的に策定します。 

※ 本計画は、区の施策推進の基本的指針である江東区基本構想や江東区長期計画、

令和 3 年度に策定する江東区地域福祉計画、また、江東区高齢者地域包括ケア計

画をはじめ、他の計画等と整合を図りながら策定します。 

 

 

（２）計画の性格 

 

この計画は、『江東区障害者計画』との整合性を確保し策定しています。 

また、区の施策推進の基本的指針である江東区基本構想や江東区長期計画、

その他の計画との整合性を図りながら策定しています。 
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①  江東区障害福祉計画 

 

国の基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事

業の提供体制の確保するものです。 

 

②  江東区障害児福祉計画 

 

国の基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制を

確保するものです。 

 

３ 計画の期間 

 

江東区障害福祉計画（第 6 期）及び障害児福祉計画（第 2 期）は、令和元

年度における福祉サービス等の必要見込量や達成すべき数値目標を設定し

た上で、計画の期間は令和 3 年度から令和 5 年度までとし、各年度における

必要量や目標数値を見込みます。 

 

【本計画の計画期間】 

 

 平成 

30 年度 

令和 

元年度 
2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 

 

障害者計画 

 

      

 

障害福祉計画 

 

      

 

障害児福祉計画 

 

      

 
 
 
 

第 5 期 第 6 期 

第 1 期 第 2 期 
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４ 実効性のある取り組みの推進 
 

ＰＤＣＡサイクルに基づき、成果目標及び目標を達成するための活動指標に

ついて、原則として1年に1回、前年度の実績を把握し障害者施策や関連施策の

動向も踏まえながら、計画の中間評価として分析・評価を行います。ただし、

制度改正や社会情勢の変動等により、詳細な評価を行う必要が生じた場合は、

年度途中であっても実績を把握、評価を行うものとします。なお、中間評価に

ついては、江東区障害者計画等推進協議会の意見を聴くとともに、その結果に

ついて公表します。 

中間評価の結果、必要があると認めたときは、江東区障害者計画等推進協議

会に諮った上で、計画期間中であっても計画の変更、事業の見直し等の措置を

講じます。 

 

 

５ 計画の対象 

 
  身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能

の障害（以下「障害」と総称する。）があり、障害及び社会的障壁により継

続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある方とします。 

 

（障害者基本法より） 
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１ 本区の障害者数の現状 

（１）手帳所持者数 

 

15,69515,73915,70915,72215,65515,64615,55215,37215,10314,856

3,4873,3823,265
3,0072,8722,758

2,6522,5402,4642,409

4,763

4,025

1,918 2,091
2,406 2,660

2,946 3,209 3,346
3,846

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年

身体障害

知的障害

精神障害

        （資料）障害者支援課：（身体障害・知的障害） 各年とも 12 月 31 日現在 

保健予防課 ：（精神障害） 各年度とも 3月 31 日現在 

 

令和元年の時点で、「身体障害」は 15,695 人、「知的障害」は 3,487 人、「精

神障害」は 4,763 人であり、「知的障害」と「精神障害」は増加の傾向にあ

ります。 

 

 

 

 

第２章 障害者の現状 

（人） 
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（２）自立支援医療（精神通院医療）交付数 

 

4,336 4,309

4,954 5,011

5,601

6,072
6,331

7,035

8,128 8,238

平成22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

 

（資料）保健予防課 ： 各年度とも 3 月 31 日現在 

 

令和元年度の「自立支援医療（精神通院医療）」の申請者は 8,238 人で、

増加の傾向にあります（精神障害者保健福祉手帳所持は要件ではありませ

ん）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
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（３）本区の総人口と障害者（手帳所持者）数の推移 

 

令和元年の時点における区の総人口は 521,835 人であり、毎年増加傾向に

あります。障害者（手帳所持者）の総数も平成 29 年は 22,820 人、平成 30

年は 23,146 人、令和元年は 23,945 人であり、同様に増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

       

  

 

 

 

（資料）障害者支援課：（身体障害・知的障害） 各年とも 12 月 31 日現在 

保健予防課 ：（精神障害） 各年度とも 3月 31 日現在 

区民課：（住民基本台帳人口） 各年度 1月 1日現在 

 

 

 

 

 

 

22,820 23,146
23,945

15,69515,73915,709

3,487
3,3823,265

4,763
4,0253,846

521,835518,479513,197

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成29年 30年 令和元年

（人）

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

（人）

三障害の総数 身体障害 知的障害 精神障害 総人口
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（４）本区の総人口に占める障害者（手帳所持者）数の割合 

 

令和元年時点での区の総人口に占める障害者（手帳所持者）数の割合は 

4.59％となっており、割合は増加傾向にあります。人口の増加以上に精神障害

者手帳所持者数が増えていることが伺えます。 

 

 

4.45 4.46 4.59

3.06 3.04 3.01

0.670.64 0.65

0.75
0.910.78

平成29年 30年 令和元年

三障害の総数 身体障害

知的障害 精神障害

 

 

（資料）障害者支援課：（身体障害・知的障害） 各年とも 12 月 31 日現在 

保健予防課 ：（精神障害） 各年度とも 3月 31 日現在 

 

 

 

(％) 
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２ 本区の身体障害者の状況 

（１）身体障害者の障害内容別人数の推移 

 

令和元年の時点における身体障害者手帳所持者の障害内容別人数をみると、

「視覚障害」は 1,141 人、「聴覚・言語等障害」は 1,595 人、「肢体不自由」は

7,867 人、「内部障害」は 5,092 人です。内部障害が増加傾向になっていること

がわかります。 

 

1,215 1,215 1,201 1,203 1,180 1,154 1,145 1,139 1,136 1,141

1,513 1,510 1,551 1,577 1,578 1,574 1,584 1,574 1,587 1,595

8,130 8,245 8,326 8,408 8,403 8,317 8,235 8,129 8,021 7,867

4,133 4,294 4,364 4,485 4,610 4,758 4,879 4,995 5,0923,998

14,856 15,103
15,372 15,552 15,646 15,655 15,722 15,721 15,739 15,695

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年

内部

肢体不自由

聴覚・言語等

視覚

                  （資料）障害者支援課： 各年とも 12月 31 日現在 

(人) 
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（２）身体障害者の障害等級別人数の推移 

 

令和元年の時点における身体障害者手帳所持者の障害等級別人数をみると、

「1 級」が 5,118 人と最も多く、「2 級」は 2,412 人、「3 級」は 2,553 人、「4 級」

は 3,644 人、「5 級」は 1,062 人、「6 級」は 906 人です。 

 

4,612 4,730 4,876 4,890 4,930 4,998 5,081 5,123 5,106 5,118

2,460 2,461 2,448 2,448 2,450 2,440 2,451 2,426 2,420 2,412

2,578 2,621 2,689 2,705 2,702 2,660 2,623 2,576 2,543 2,553

3,365
3,433

3,500 3,627 3,675 3,654 3,631 3,628 3,686 3,644

990
1,009

1,007 1,026 1,027 1,029 1,043 1,052 1,079 1,062
849

852 856 862 874 893 904 905

851

90614,856
15,103

15,372 15,552 15,646 15,655 15,722 15,709 15,739 15,695

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年

6級

5級

4級

3級

2級

1級

               （資料）障害者支援課 ： 各年とも 12月 31 日現在  

(人) 
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（３）年齢別身体障害者数の推移 

 

令和元年の時点における身体障害者手帳所持者の年齢別人数をみると、 

「65 歳以上」が 10,787 人と最も多く、「18～64 歳」は 4,604 人、「18 歳未満」 

は 304 人となっています。 

4,684 4,628 4,604

10,728 10,796 10,787

304315297

15,69515,73915,709

平成29年 30年 令和元年

65歳以上

18～64歳

18歳未満

 

（資料）障害者支援課 ： 各年とも 12月 31 日現在 

(人) 
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３ 本区の知的障害者の状況 

 

（１）知的障害者の障害程度別人数の推移 

 

令和元年の時点における愛の手帳所持者の障害程度別人数をみると、「1 度 

（最重度）」は 101 人、「2 度（重度）」は 897 人、「3 度（中度）」は 751 人、「4

度（軽度）」は 1,738 人であり、「4 度（軽度）」が最も多くなっています。 

 

 

653 667 687 710 733 759 788 850 879 897

607 614 620 621 640 660 671
723 738 751

1,075 1,109
1,158

1,240
1,303

1,369
1,459

1,598
1,668

1,738

101979489848281757474

3,487
3,382

3,265

3,007

2,872
2,758

2,652
2,540

2,464
2,409

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年

1度 2度 3度 4度

               

 （資料）障害者支援課：各年とも 12月 31 日現在 

 

 

(人) 



13 

（２）年齢別知的障害者数の推移 

 

令和元年の時点における愛の手帳所持者の年齢を見ると、「65 歳以上」は  

265 人、「18～64 歳」2,216 人、「18 歳未満」1,006 人です。 

 

 

926 963 1,006

2,117 2,172 2,216

222
247

2653,265
3,382

3,487

平成29年 30年 令和元年

65歳以上

18～64歳

18歳未満

 

 （資料）障害者支援課 ： 各年とも 12月 31 日現在 

(人) 
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４ 本区の精神障害者の状況 

 

（１）精神障害者（手帳所持者）の障害等級別人数の推移 

 

令和元年度における精神障害者保健福祉手帳所持者の障害等級別人数をみ

ると、「1 級」は 234 人、「2 級」は 2,357 人、「3 級」は 2,172 人です。すべて

の等級で増加の傾向が見られます。 

 

1,434 1,530 1,655
1,858

1,986

2,357

1,329

1,492
1,513

1,799

1,839

2,172

234200189178187183

4,763

4,025

3,846

3,346

2,946

3,209

平成26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

３級

２級

１級

 

（資料）保健予防課 ： 各年度とも 3 月 31 日現在 

 

(人) 
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（２）年齢別精神障害者（手帳所持者）数の推移 

 

令和元年度における精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢別人数をみると、

「18 歳未満」は 100 人、「18～64 歳」4,111 人、「65 歳以上」552 人であり、「18

～64 歳」が最も多くなっています。 

 

 

 

3,322 3,475

4,111

479
488

552

1006245

4,763

4,025
3,846

平成29年 30年 令和元年

65歳以上

18～64歳

18歳未満

 

（資料）保健予防課 ： 各年度とも 3 月 31 日現在 

(人) 
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５ 本区の難病患者の状況 

 

（１）難病患者数の推移 

 

令和元年度における特殊疾病医療費助成申請受付数は、5,279 人であり、平

成 29 年度をピークに減少傾向になっています。 

4,399
4,057 3,988

1,231

1,248 1,261

24

23

22

65

5

5,2795,332

5,658

平成29年 30年 令和元年

特殊医療費助成対象疾病

特定疾患治療研究事業等 
対象疾病（国）

東京都単独助成疾病

指定難病（国）

 
             （資料）保健予防課 ： 各年度とも 3月 31 日現在 

※上記の人数は、特殊疾病医療費助成申請受付数の総数であり、障害者総合 

支援法における対象疾病とは異なります。 

【参考】上記表における対象疾病数の推移（資料：保健予防課） 

 平成 29 年 30 年 令和元年 

特殊医療費助成対象疾病 2 疾病 2 疾病 2 疾病 

特定疾患治療研究事業等対象疾病（国） 4 疾病 4 疾病 4 疾病 

東京都単独助成疾病 8 疾病 8 疾病 8 疾病 

指定難病（国） 330 疾病 331 疾病 333 疾病 

(人) 
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６ 障害者施策の現状 

（１）障害者に対する様々な支援施策 

障害者に対する支援（行政の施策）は、下表のとおり多岐にわたっています。 

分野 支援の施策 

 区の障害者施策課、障害者支援課、保健所・保健相談所 

 民生・児童委員、身体障害者相談員、知的障害者相談員 

相談窓口 
東京都心身障害者福祉センター、児童相談所、 

東京都発達障害者支援センター（TOSCA） 

 （教育関係）都立の特別支援学校、区立の特別支援学級 

 （就労関係）江東区障害者就労・生活支援センター、公共職業安定所 

 身体障害者手帳：障害の程度によって 1 級から 6 級 

手帳交付 愛の手帳（知的障害者）：障害の程度によって 1 度～4 度 

 精神障害者保健福祉手帳：障害の程度によって 1 級～3 級 

 手当 心身障害者（難病）福祉手当、特別障害者手当など 

 年金 障害基礎年金、障害厚生年金など 

経済支援 運賃 鉄道やバスの運賃の割引、タクシー運賃の割引など 

 公共料金 NHK 受信料の減免、上下水道の減免など 

 税金 所得税や住民税などの障害者控除、自動車税の軽減など 

福祉・介護 
福祉 

サービス 

居宅介護（ホームヘルプ）、重度訪問介護、同行援護など 

補装具費の支給 

成年後見制度、地域福祉権利擁護事業、ふれあいサービス、

入浴サービス、点訳サービス、手話通訳派遣など 

保健・医療 

医療費助成 心身障害者（児）医療費助成、特殊疾病医療費助成など 

医療費負担 自立支援医療 

相談・訓練 配慮を必要とするこどもの早期発見・療育、機能回復訓練など 

教育 

特別支援 

教育 

小学校、中学校及び義務教育学校における特別支援学級、

特別支援教室、江東特別支援学校、墨東特別支援学校、臨

海青海特別支援学校、城東特別支援学校、大塚ろう学校城

東分教室 

就学相談 義務教育の就学相談、特別支援学級就学奨励など 

雇用・就業 

相談 公共職業安定所での相談・求職受付など 

訓練 
公益財団法人「東京しごと財団」における障害者就業支援

事業、公共職業安定所での障害者職場適応訓練など 

住宅 都営住宅抽せん優遇制度、住宅あっせんなど 
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（２）障害者総合支援法及び児童福祉法に基づくサービスのしくみ 

 

①  サービスの全体像 

 

  障害者総合支援法に基づくサービスは、障害のある方々の標準的な支援 

の度合いや勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）を踏まえ、

個別に支給決定が行われる「障害福祉サービス」と、区市町村の創意工夫に

より、利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」

に大別されます。「障害福祉サービス」は、介護の支援を受ける場合には「介

護給付」、訓練等の支援を受ける場合には「訓練等給付」に位置づけられ、

それぞれ、利用の際の手順が異なります。サービスには、原則として利用期

限が設定されますが、必要に応じて更新・延長が行われます。 

  なお、障害がある児童（18 歳未満）については、児童福祉法の「障害児通

所支援」及び障害者総合支援法の「居宅介護」や「短期入所」等の障害福祉

サービスが利用できます。また、介護保険給付の対象者については原則とし

て介護保険給付が優先となりますが、心身の状況やサービス利用を必要とす

る理由等を踏まえ、介護保険担当課や居宅介護支援事業者と連携して対応し

ています。 
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 ■ 総合支援法による支援システムの全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護給付
●居宅介護(ホームヘルプ)

●重度訪問介護

●同行援護

●行動援護
●療養介護

●生活介護
●短期入所（ショートステイ）

●重度障害者等包括支援
●施設入所支援

訓練等給付
●自立訓練(機能、生活)

●就労移行支援
●就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）
●就労定着支援

●自立生活援助

●共同生活援助
（グループホーム）

地域相談支援

計画相談支援

自立支援医療

●更生医療
●育成医療

●精神通院医療 *
*実施主体は都道府県

補装具費

特定障害者特別給付費

高額障害福祉
サービス等給付費

児童福祉法

障害児通所支援
●児童発達支援

●医療型児童発達支援
●放課後等デイサービス
●保育所等訪問支援
●居宅訪問型児童発達支援

障害児相談支援

障害児入所支援（都道府県）

自立支援給付

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

相
談
支
援

区市町村

地域生活支援事業

●成年後見制度利用支援 ●意思疎通支援 ●日常生活用具給付等 ●移動支援 など

都道府県

●専門性の高い相談支援 ●専門性の高い意思疎通支援 ●広域的支援 など

医
療

負
担
軽
減

障
害
児

障
害
者
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② 利用者負担 

利用者負担は、サービス量と所得に基づく負担の仕組み（１割の定率負担

と所得に応じた負担上限月額の設定）となっています。定率負担・実費負担

それぞれに、低所得の方に配慮した軽減策が講じられています。 

 

〔利用者負担の負担上限月額設定〕 

 

障害福祉サービスの利用者負担は、障害のある方とその配偶者（※） 

の所得に応じて、次の４区分の負担上限月額が設定されています。 

  ※ただし、障害児（18 歳未満。なお施設に入所する 18、19 歳を含む）の

場合、保護者の属する住民基本台帳上の世帯を単位に所得を判断します。 

 

所得区分 世帯の収入状況 負担上限月額 

生活保護 生活保護受給世帯  0 円 

低所得 区市町村民税非課税世帯 0 円 

一般１ 

区市町村民税所得割 16 万

円未満（障害児は 28 万円未

満） 

施設等入所

者以外 

障害者 9,300 円 

障害児 4,600 円 

20 歳未満の施設入所

者 
9,300 円 

一般２ 
上記以外の区市町村民税課

税世帯 
37,200 円 

 

○「一般」のうち入所施設利用者（20 歳以上）、グループホーム利用者

は「一般２」となります。 

○所得区分が「一般１」に属する保護者に係る複数の障害児が障害児通 

所支援又は障害児入所支援を受けている場合の負担上限月額は、該当 

する負担上限月額のうち最も高い額となります。なお、複数の条項に 

基づくサービスを受けている場合は、それぞれのサービスにおいて負 

担上限月額が決定されます（この場合、高額障害福祉サービス等給付 

費等における「障害児の特例」が適用されます）。 

○障害児通所支援を利用する小学校就学前の障害児又は幼稚園、保育所 

等に通う小学校就学前の児童が二人以上いる保護者に係る負担上限月

額は、以下の①～③までの額を合算した額と元来の障害児通所給付費

に係る所得区分に応じた負担上限月額のいずれか低い額となります

（多子軽減措置）。 
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 障害児 算定額 

① 小学校就学後の障害児 

小学校就学前児童のうち最年長者 

厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した額の 10/100 

② ①を除く小学校就学前児童のうち

最年長者 

厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した額の 5/100 

③ ① 及び②以外の障害児 0 

 

〇障害児通所支援、障害児入所支援を利用する利用する満３歳になって

から初めての４月１日から小学校就学までの期間の利用者負担額は無

料となります。ただし、食事代や医療費等は対象外です。（就学前障害

児の発達支援の無償化） 

 

③ 利用者負担軽減策 

 

〔補足給付〕 

 

補足給付は、食費・光熱水費・家賃の実費負担に対する軽減措置です。 

入所施設（20 歳以上） 

施設での 1 ヵ月あたりの食費・光熱水費の基準額を設定し、福

祉サービス費の定率負担相当額と、食費・光熱水費の定費負担を

しても、少なくとも手元に 25,000 円が残るように補足給付が支給

されます。 

 

入所施設（20 歳未満） 

20 歳未満の場合は、地域でこどもを養育する世帯と同様の負担

となるように補足給付が行われます。さらに、18歳未満の場合は、

教育費相当分が加算されます。 

 

グループホーム 

  グループホーム居住者の低所得者に係る家賃の実費負担を軽減

するため、補足給付１万円（家賃の額が１万円を下回る場合は、

当該家賃の額）が支給されます。 
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〔高額障害福祉サービス費〕 

同じ世帯で複数の方がサービスを利用する場合や、介護保険も併せて 

利用する場合、減免措置が受けられます。 

障害者 

障害福祉サービス(補装具及び介護保険も併せて利用している

場合は、補装具及び介護保険の負担額も含む)の合算額が基準額を

超えている場合は、高額障害福祉サービス費が支給されます。(償

還払いの方法によります。)  

 

障害児 

障害者総合支援法と児童福祉法のサービスを併せて利用してい

る場合は、利用者負担額の合算が、それぞれのいずれか高い額を

超えた部分については、高額障害福祉サービス費等が支給されま

す。(償還払いの方法によります。)  

 

 

〔個別減免（医療型）〕 

 

療養介護等を利用する場合、減免制度があります。医療型施設に入

所する方や療養介護を利用する方は、定率負担、医療費、食事療養費

を合算して利用者負担等の上限額が設定され、それ以上は減免されま

す。 

20 歳以上の場合 

低所得の方は少なくとも 25,000 円が手元に残るように、利用

者負担が減免されます。 

20 歳未満の場合  

所得要件はありません。地域でこどもを養育する世帯と同様

の負担（具体的には、生活費 2.5 万円を含めて所得区分に応じ 5

万円から 7.9 万円）となるよう、上限額の設定を行います。さ

らに18歳未満の場合にはその他生活費に教育費相当分を加えま

す。 
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〔生活保護移行防止〕 

負担軽減策を講じても、利用者負担を負うことによって生活保護の 

対象となる場合には、生活保護の対象とならない額まで定率負担の負

担上限月額や食費・光熱水費の実費負担を引き下げます。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



24 

■ 利用者負担に関する軽減措置 

 

 
入所施設 

利用者

（２０歳以上） 

グループ       

ホーム 

利用者 

通所施設

（事業） 

利用者 

ホーム   

ヘルプ 

利用者 

入所施設 

利用者 

（２０歳未満） 

医療型施設 

利用者 

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
定
率
負
担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

食
費
・
光
熱
水
費
・
家
賃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足給付 

（家賃助成） 

 

    

補足給付 

（食費・ 

光熱水費） 

 

通 所 施 設 を 

利用した場合

には、食費負

担軽減が受け

られます。 

(経過措置) 

食費負担 

軽減 

補足給付 

（食費・ 

光熱水費） 

利用者の負担上限月額設定（所得段階別） 

世帯での所得段階別負担上限 

（高額障害福祉サービス費） 

生活保護への移行防止（負担上限額を下げる） 

個別減免 

  （医療型） 

※ 医 療 、 

食事療養費

と合わせ、

上 限 額 を 

設定 
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（３）江東区内の事業所数 

江東区内の事業所数は、次の表の通りです。（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

■障害者(児)施設 

サービス種別 事業所数(共同生活援助：ユニット数) 

療養介護 1※ 

生活介護 15※ 

自立訓練(生活訓練) 1 

就労移行支援 9 

就労継続支援(Ａ型) 4 

就労継続支援(Ｂ型) 31(分室含む) 

就労定着支援 3 

地域活動支援センター(Ⅰ型) 3 

地域活動支援センター(Ⅱ型) 1 

共同生活援助 36（知的障害者 29、精神障害者 7） 

宿泊型自立訓練 1 

短期入所 2※ 

児童発達支援センター 2 

医療型児童発達支援センター 1※ 

医療型障害児入所施設 1※ 

児童発達支援 15 

放課後等デイサービス 37 

保育所等訪問支援 2※ 

※東京都立東部療育センターを含めています。 

■相談支援 

サービス種別 事業所数 

計画相談支援 29 

障害児相談支援 14 

地域移行支援 3 

地域定着支援 3 

■在宅サービス等 

サービス種別 事業所数 

居宅介護 66 

重度訪問介護 63 

同行援護 33 

行動援護 3 
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1 令和 5 年度の目標値の設定と目標達成に向けた施策の推進 

第 6 期障害福祉計画では、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援

事業の提供体制を確保するため、第5期計画での実績や本区の実情を踏まえ、

以下の（１）～（６）の 6 項目について成果目標を設定し、取組をさらに推進

していきます。 

 

（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 地域生活への移行を進める観点から、令和元年度末時点における施設入

所者のうち、今後、自立訓練等を利用して、令和 5 年度末までにグループホ

ームや一般住宅等、地域生活へ移行する者の数値目標を設定します。 

国の指針では、令和 5 年度末時点で、令和元年度末時点での施設入所者数

の 6％以上が地域生活へ移行すること、施設入所者の 1.6％以上の削減を基

本に、地域の実情に応じて目標を設定することとなっています。 

 

【 国（厚生労働省）の指針 】 

 基準時点：令和元年度末 

終了時点：令和 5 年度末 （第 6 期計画終了日） 

項  目 
第 6 期計画の数値目標の基本 

と な る 数 値 と 考 え 方 
備  考 

地域移行者数 6％以上 

直近 3 年間の増加率で推

移した場合の令和 5 年度

末の移行者数を 7.3 千人、

施設入所者数を 12.3 万人

とし、地域移行率を 5.7％

と推計する。 

→地域移行者の割合を6％

以上と設定 

※現計画で設定さ

れている令和 2 年

度末までの数値目

標が達成されてい

ない場合、未達成

割合を加えたもの

を目標値とする。 

※障害児入所施設

への入所者のうち

18歳以上になって

いる者について

は、施設入所者の

算定の対象外とす

る。 

入所者数の削減数 1.6％以上 

直近 3年間の削減率 0.4％ 

→同率で推移した場合の4

年間の地域移行者の割合

を 1.6％以上と設定 

                         （資料）厚生労働省 

 

第３章 目標値とサービス見込み【第６期江東区障害福祉計画】 
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【 施設入所者の地域生活への移行実績 】 

項   目 実績 説      明 

地域移行者 3 人 
平成 28 年度末から令和元年度末ま

での、施設入所者の地域移行者数 

地域移行者の見込み 4 人 令和 2 年度末見込み数 

 

令和元年度現在、施設からの地域移行者数は 3 人となっています。これに

令和 2 年度末の見込み数を合わせると 4 人となり、平成 28 年度末現在の施

設入所者数（307 人）の 1.3％に相当します。第 5 期障害福祉計画における

目標数は 28 人（9.0％）であり、目標達成は難しい状況です。 

令和元年度末時点における施設入所者は 294 人で、本計画においては、国

の指針に基づき地域生活への移行者を施設入所者数の6％にあたる18人とし

ます。なお、現計画の目標未達成割合相当は実情を踏まえ加えないこととし

ます。また、今なお入所待機者がいることから、施設入所者数の減は見込ま

ないこととしますが、令和5年度に障害者入所施設が開設される予定であり、

令和 5 年度末時点での施設入所者数は 332 人とします。 

 

【 施設入所者の地域生活への移行目標 】 

項   目 目標 区 の 考 え 方 

施設入所者数 294 人 令和元年度末現在での施設入所者数 

令和 5 年度末入所者数 332 人 
令和 5 年度末時点での施設入所者数の

見込み 

施設入所者削減の見込み 0 人 

令和 5 年度末までに、令和元年度末と

比較して、施設入所者数の減少は見込

まない。 

地域移行者の目標数 18 人 

令和 5 年度末までに、令和元年度末時

点での施設入所者数の 6％に相当する

人が、地域生活へ移行する。 
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（２） 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるに当たって

は、地域全体での精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加え、差別や偏

見のない、あらゆる人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会の実現

に向けた取組の推進が必要です。そのため、地域の一員として安心して自分

らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、社会参加、

住まい、地域の助け合い、教育等が包括的に確保された「精神障害にも対応

した地域包括ケアシステム」の構築を進めていかなければなりません。 

国の基本指針では、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を

一層推進するため、精神障害者の精神病床から退院後 1 年以内の地域におけ

る平均生活日数、精神病床における 1 年以上の長期入院患者数、早期退院率

に関する目標を設定することとなっており、これらはいずれも東京都におい

て設定することとされています。 

第６期計画では、区独自の目標設定は行いませんが、精神障害者が地域で

安心して暮らせるよう、システム構築に向けて取り組むとともに、一層の推

進に向けた取組の検討も進めていきます。また、区においては、現在、人々

が相互に支え合い、助け合いながら、住み慣れた地域で安心して暮らすこと

ができる社会、地域共生社会の実現に向けた取組として「地域福祉計画」の

策定を進めています。「誰一人取りこぼさない社会」を作るため、生活上の

困難を抱えるあらゆる人に対して総合的に支援を行うことを目指すもので

す。精神障害者を含む様々な生活課題を抱える方々にも対応した社会づくり

について、地域福祉計画策定の中でも検討を進めていきます。 

  

 

（参考）システム構築に向けた主な取組 

項  目 取組内容 

地域自立支援協議会精神部会の取組 
主に精神障害者を対象とした「心の健

康福祉マップ」を作成・配布 

住宅入居等支援事業 
物件探し、入居後の 24 時間体制の相

談支援 
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【 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築実績 】 

項  目 実績 説      明 

保健、医療、福祉関係

による協議の場を設置 
設置済 

令和 2 年度より、江東区医師会、都立墨

東病院、民生児童委員等関係機関と、庁

内関係部署で構成される江東区地域精神

保健福祉連絡協議会を協議の場と位置付

け、開催した。 
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（３） 地域生活支援拠点等の整備 

地域生活支援拠点等とは、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」に備え

るとともに、地域移行を進めるため、重度障害にも対応できる専門性を有し、

地域生活において、障害者等やその家族の緊急事態に対応を図るものです。

具体的には、緊急時の迅速・確実な相談支援の実施・短期入所等の活用、及

び体験の機会の提供を通じて、施設や親元からグループホーム、一人暮らし

等への生活の場の移行をしやすくする支援を提供する体制を整備します。 

国の指針では、障害者の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、

緊急時の受入・対応、専門性、地域の体制づくり等）の集約等を行う拠点等

について、令和 5 年度末までに 1 つ以上の拠点を確保しつつ、その機能の充

実のため、年 1 回以上運用状況を検証及び検討することとされています。 

拠点等の整備に当たっては、地域生活を支援する機能を集約してグループ

ホームや障害者支援施設等に付加した「多機能拠点整備型」、地域における

複数の機関が分担して機能を担う体制の「面的整備型」の 2 類型の整備手法

が国から示されています。 

区では、令和 5 年度に開設を予定している障害者入所施設において、「緊

急時の受け入れ・対応」「体験の機会・場」などの機能付加を検討しており、

当該施設の開設を機に「面的整備型」による整備を目指していきます。 

  

 （厚生労働省資料） 
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（４） 福祉施設から一般就労への移行等 

就労支援の観点から、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生

活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援を行う事業）を通じて、令

和 5 年度中に一般就労に移行する者の目標値を設定します。 

就労移行支援事業等の数値目標の考え方は、以下のとおり、国が示す計画

の考え方を基本として、これまでの実績や地域の実情を踏まえて設定します。 

 

【 国（厚生労働省）の指針 】 

項    目 数値目標 

一般就労への移行実績 

（就労移行支援事業等） 
令和元年度の 1.27 倍以上 

一般就労への移行実績 

（就労移行支援） 
令和元年度の 1.30 倍以上 

一般就労への移行実績 

（就労継続支援Ａ型） 
令和元年度の 1.26 倍以上 

一般就労への移行実績 

（就労継続支援Ｂ型） 
令和元年度の 1.23 倍以上 

一般就労移行者 7割以上が就労定着支援事業を利用 

就労定着支援事業所のうち就労定着率

が 8 割以上の事業所 
全体の 7 割以上 

                        （資料）厚生労働省 

   

【 福祉施設等から一般就労への移行実績 （令和元年度）】 

項   目 実績 

障害者就労・生活支援センター利用者の一般就労移行者 76 人 

福祉施設から一般就労した者 56 人 

就労移行支援から一般就労した者 37 人 

就労継続支援Ａ型から一般就労した者 4 人 

就労継続支援Ｂ型から一般就労した者 12 人 

就労定着支援を利用した一般就労移行者の割合 39％ 

障害者就労・生活支援センター利用者の一般就労 1 年後職場定着率 88％ 
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区では平成 17 年度に「江東区障害者就労・生活支援センター」を設置し、

障害者雇用を行う企業や関係機関等との連携を図り、就労支援業務を行って

います。令和元年度にセンターを利用して一般就労に移行した者は 76 人で

した。また、区内の福祉施設から一般就労した者は 56 人であり、そのうち

就労移行支援から 37 人、就労継続支援Ａ型から 4 人、就労継続支援Ｂ型か

ら 12 人となっています。 

令和 5 年度における障害者就労・生活支援センター利用者の一般就労移行

の成果目標は、過去の実績、就労環境の状況を鑑みて、令和元年度と同数を

目指します。また、一般就労 1 年後の職場定着率については、引き続き、8

割以上を目標とし、福祉施設から一般就労への移行を支援していきます。推

進に当たっては、離職者や特別支援学校等の卒業生に対する就職の支援や一

般就労・雇用支援策の理解促進を図るなど、障害者雇用全体の取組を進めて

いきます。なお、国が示した就労定着支援に係る目標設定については、区内

の事業所数や他自治体の事業所利用状況を考慮し、本区においては設定しな

いこととします。 

 

【 福祉施設等から一般就労への移行目標 】 

項    目 目 標 説   明 

障害者就労・生活支援センター利

用者の一般就労移行者 
76 人 令和元年度実績と同数 

一般就労への移行者 

（就労移行支援事業等） 
71 人 令和元年度実績の 1.27 倍 

一般就労への移行者 

（就労移行支援） 
48 人 令和元年度実績の 1.30 倍 

一般就労への移行者 

（就労継続支援Ａ型） 
5 人 令和元年度実績の 1.26 倍 

一般就労への移行者 

（就労継続支援Ｂ型） 
14 人 令和元年度実績の 1.23 倍 

障害者就労・生活支援センター利

用者の一般就労 1 年後職場定着率 
8 割以上  

 

（５） 相談支援体制の充実・強化 

障害のある人が自立した日常生活または社会生活を営むことができるよ

う、身近な地域で相談できる体制を充実・強化することが求められています。 

国の指針では、相談支援体制を充実・強化するため、令和 5 年度末までに、

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する
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体制を確保することを基本として目標を設定するとしています。 

現在、区では国が掲げる「地域共生社会の実現」に向けて、地域福祉計画

の策定を進めており、その中で「障害者」だけでなく、「高齢者」「こども」

「生活困窮者」「社会的孤立状態にある方」など様々な分野にまたがる生活

課題を抱える方々に対応するために、分野を超えて総合的に相談に応じるな

どの包括的な支援体制について、検討を行うこととしています。 

区では、包括的支援体制の検討内容と整合を取りながら、相談支援体制の

強化・充実に向け、令和 5 年度までに基幹相談支援センター設置を目指すほ

か、地域において障害者相談支援に関する指導的役割を担う主任相談支援専

門員の確保に努めていきます。併せて、地域の相談支援事業者に対する支援

も引き続き行っていきます。 

 

【 相談支援体制の充実・強化目標】 

項   目 目標 

総合的・専門的な相談支援 

 

地域活動支援センターの運営（継続） 4 か所 

基幹相談支援センターの設置 1 か所 

主任相談支援専門員の確保 5 人 

地域の相談支援体制の強化 

 

相談支援事業所連絡会の開催 年 2 回以上 

相談支援事業所職員確保・定着促進 年 1 人 

地域の相談機関との連携会議の開催 （新規） 

 

（６） 障害福祉サービス等の質の向上 

障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している

状況の中、利用者が真に必要とするサービスを適切に提供していくため、区

市町村職員は障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組を行い、

障害福祉サービス等の利用状況を把握し、検証していくことが必要です。そ

こで、国の指針では、障害者総合支援法の具体的内容を理解する取組を行い、

障害福祉サービス等の利用状況の把握と適正なサービス提供の検証等の実

施体制を構築することを基本として目標を設定するとしています。 

区では、障害福祉サービス等の質の向上のため、東京都が実施する障害福
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祉サービスに係る研修等に積極的に参加して理解を深めるほか、障害者自立

支援支払等システムの活用や指導検査体制の強化を図り、適正な事業所運営

を確保していきます。 

 

【 障害福祉サービス等の質の向上目標】 

項   目 目  標 

転入、新規採用職員等新たに従事する区職員を対象と

する研修の実施 
年 1 回以上 

障害者自立支援支払等システムの活用 － 

指定障害福祉サービス事業者に対する指導検査 年 20 件以上 
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２ サービス必要量の見込みと確保のための方策 

障害福祉サービス及び相談支援の種類ごとの必要なサービス量について、

障害福祉サービス等の利用実績やサービスの利用意向など地域の実情を踏

まえ、令和 3年度から令和 5年度までの各年度における見込みを設定します。 

（今後、東京都との調整により、変更が生じる場合があります。） 

 

（１）訪問系サービス 

訪問系サービスとは、サービス提供事業者が居宅に訪問して行うサービス

であり、以下の５種類があります。 

① 居宅介護  ② 重度訪問介護  ③ 同行援護  ④ 行動援護 

⑤ 重度障害者等包括支援   

 

① 居宅介護 

居宅において入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事、

生活等に関する相談、助言、生活全般にわたる援助を行います。 

 

② 重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的障害・精神障害により行動上著しい困

難を有し、常時介護を必要とする方に、居宅において、入浴・排せつ・食事

等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事、生活等に関する相談・助言、生活全

般にわたる援助、外出時における移動中の介護を総合的に行います。また、

日常的に重度訪問介護を利用している最重度の障害者で、医療機関に入院し

た方が適切な介護を受けられるよう、ヘルパーが医療従事者に情報伝達を行

うなどの支援を実施します。 

  

③ 同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する方につき、外出時に同行し、

移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護等、その方が外出する際

の必要な援助を行います。 

 

④ 行動援護 

知的障害または精神障害により行動上著しい困難を有し、常時介護を要す

る方に、その方が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、

外出時における移動中の介護・排せつ・食事等の介護その他の、その方が行

動する際の必要な援助を行います。 
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⑤ 重度障害者等包括支援 

常時介護が必要で、意思疎通を図ることに著しい支障がある方のうち、四

肢の麻痺及び寝たきりの状態にある方、知的障害また精神障害により行動上

著しい困難がある方について、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援

護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生

活援助を包括的に提供します。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

訪問系サ－ビス 
サ－ビス量 21,365 時間分 23,426 時間分 25,560 時間分 

利用者数 833 人 861 人 802 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

それぞれのサービス別の利用実績より、一人当たりの月の平均利用時間を 

求めるとともに、障害者の増加傾向をもとに今後の利用者数を推計し、入院中

の精神障害者のうち地域生活への移行後に訪問系サービスの利用が見込まれ

る方の数を勘案してサービスの見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

訪問系サ－ビス 
サ－ビス量 24,918 時間分 25,476 時間分 26,123 時間分 

利用者数 914 人 956 人 1,004 人 

 

 

********************************************************************* 

 サービス見込量の単位 「時間分」と「人日分」 

 

    「時間分」とは、「月間の利用人数」に、「一人 1 か月当たりの平均利

用時間」を乗じて得られた数値です。 

 

    「人日分」とは、「月間の利用人数」に、「一人 1 か月当たりの平均利

用日数」を乗じて得られた数値です。 

       例えば、1 か月の間に 5 人の利用者が平均 20 日のサービスの   

提供を受けたときは、5 人×20 日＝100 人日 となります。 
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（２）日中活動系サ－ビス 

日中活動系サービスとは、昼間に入所または通所により訓練、介護等を提

供するサービスで、以下の 7 種類があります。 

① 生活介護  ② 自立訓練  ③ 就労移行支援  ④ 就労継続支援 

⑤ 就労定着支援  ⑥ 療養介護  ⑦ 短期入所   

 

① 生活介護 

主として昼間、障害者支援施設その他の以下に掲げる便宜を適切に供与す

ることができる施設において、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・洗濯・

掃除等の家事、生活等に関する相談・助言、その他必要な日常生活上の支援、

創作的活動・生産活動の機会の提供、その他の身体機能・生活機能の向上の

ために必要な援助を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

生活介護 
サ－ビス量 14,036 人日分 14,152 人日分 13,970 人日分 

利用者数 734 人 738 人 743 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績より、一人当たりの月平均利用日数を求め、障害者の増加傾向をも

とに今後の利用者数を推計し、特別支援学校卒業者数の状況等を勘案してサー

ビス見込量を算定します。 

   

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

生活介護 
サ－ビス量 15,067 人日分 15,713 人日分 17,480 人日分 

利用者数 793 人 827 人 920 人 
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② 自立訓練 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能また

は生活能力の向上のため必要な訓練を行います。機能訓練と生活訓練の２種

類があります。 

 

ア）自立訓練（機能訓練） 

身体障害のある方・難病等の対象となる方について、通所先の障害者

支援施設もしくは障害福祉サービス事業所において、またはその方の居

宅を訪問して、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、

生活等に関する相談・助言その他の必要な支援を行います。 
 
 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

自立訓練 

（機能訓練） 

サ－ビス量 41 人日分 43 人日分 27 人日分 

利用者数 2 人 3 人 3 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績より、一人当たりの平均利用日数を求め、サービス見込量を算定し

ます。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

自立訓練 

（機能訓練） 

サ－ビス量 42 人日分 42 人日分 42 人日分 

利用者数 3 人 3 人 3 人 
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イ）自立訓練（生活訓練） 

知的障害または精神障害のある方について、通所先の障害者支援施設

もしくは障害福祉サービス事業所において、またはその方の居宅を訪問

して、入浴・排せつ・食事等に関する自立した日常生活を営むために必

要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

自立訓練 

（生活訓練） 

サ－ビス量 335 人日分 253 人日分 337 人日分 

利用者数 28 人 25 人 38 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績より一人当たりの月平均利用日数を求め、障害者の増加傾向、入院

中の精神障害者のうち地域生活への移行後に自立訓練（生活訓練）の利用が見

込まれる方の数を勘案して利用者を見込み、利用期間は上限2年間を想定して、

サービス見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫  

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

自立訓練 

（生活訓練） 

サ－ビス量 385 人日分 429 人日分 462 人日分 

利用者数 35 人 39 人 42 人 
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③ 就労移行支援 

65 歳未満の就労希望者で、通常の事業所に雇用されることが可能と見込ま

れる方について、生産活動・職場体験等の活動の機会の提供その他の就労に

必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、そ

の適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な相

談その他の必要な支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

就労移行支援 
サ－ビス量 2,283 人日分 2,394 人日分 2,386 人日分 

利用者数 144 人 156 人 149 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績より、一人当たりの月の平均利用日数を求めるとともに、障害者の

増加傾向、入所及び通所施設の利用者数、特別支援学校卒業者数の状況を勘案

して利用者数を見込み、利用期間は上限 2 年間を想定して、サービス見込量を

算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫  

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

就労移行支援 
サ－ビス量 2,864 人日分 3,120 人日分 3,376 人日分 

利用者数 179 人 195 人 211 人 
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④ 就労継続支援 

通常の事業所に雇用されることが困難な方に、働く場を提供するとともに、

就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。Ａ型とＢ

型の 2 種類があります。 

 

ア）就労継続支援（Ａ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な方のうち、適切な支援によっ

て雇用契約等に基づき就労する方について、生産活動その他の活動の機

会の提供等、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、そ

の他の必要な支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

就労継続支援 

（Ａ型） 

サ－ビス量 1,486 人日分 1,302 人日分 1,252 人日分 

利用者数 85 人 76 人 78 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績より、一人当たりの平均利用日数を求めるとともに、障害者の増加

傾向を勘案して利用者数を見込み、サービス見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫  

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

就労継続支援 

（Ａ型） 

サ－ビス量 1,598 人日分 1,700 人日分 1,836 人日分 

利用者数 94 人 100 人 108 人 
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イ）就労継続支援（Ｂ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な方のうち、通常の事業所に雇

用されていたものの年齢・心身の状態等の事情により引き続きその事業

所に雇用されることが困難となった方、就労移行支援によっても通常の

事業所に雇用されるに至らなかった方等、通常の事業所に雇用されるこ

とが困難な方について、生産活動その他の活動の機会の提供等、就労に

必要な知識・能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行い

ます。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

サ－ビス量 11,550 人日分 11,536 人日分 11,583 人日分 

利用者数 760 人 747 人 746 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績より、一人当たりの月平均利用日数を求めるとともに、障害者の増

加傾向、特別支援学校の卒業者数の状況、入院中の精神障害者のうち地域生活

への移行後に利用が見込まれる方の数を勘案して利用者数を見込み、サービス

見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

サ－ビス量 11,940 人日分 12,765 人日分 13,680 人日分 

利用者数 796 人 851 人 912 人 
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⑤ 就労定着支援 

就労移行支援の利用等を経て一般就労へ移行した障害者のうち、就労に伴

う環境変化により、生活面の課題が生じている方に対して、企業・自宅等へ

の訪問や障害者の来所により、生活リズム、家計や体調の管理などに関する

課題解決に向けて、必要な連絡調整や指導・助言等の支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

就労定着支援 20 人 57 人 71 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績と就労移行支援の利用者数の見込みを踏まえて利用者数を見込み

ます。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

就労定着支援 72 人 78 人 89 人 

 

 

⑥ 療養介護 

主として昼間、病院において、機能訓練・療養上の管理・看護・医学的管

理の下における介護・日常生活上の世話を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

療養介護 62 人 61 人 59 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績を踏まえて利用者数を見込みます。 

  

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

療養介護 61 人 61 人 61 人 
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⑦ 短期入所 

居宅において介護を行う方の病気等の理由により、障害者支援施設等への

短期間の入所が必要となった方について、当該施設において、入浴・排せつ・

食事の介護等を行います。障害者支援施設等において実施する福祉型と、病

院・診療所・介護老人保護施設において実施する医療型があります。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

短期入所 

（福祉型） 

サ－ビス量 2,082 人日分 2,293 人日分 2,426 人日分 

利用者数 119 人 134 人 100 人 

短期入所 

（医療型） 

サ－ビス量 70 人日分 95 人日分 68 人日分 

利用者数 13 人 17 人 9 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績より、一人当たりの月平均利用日数を求めるとともに、障害者の  

増加傾向を勘案して利用者数を見込み、サービス見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

短期入所 

（福祉型） 

サ－ビス量 2,580 人日分 2,700 人日分 2,840 人日分 

利用者数 129 人 135 人 142 人 

短期入所 

（医療型） 

サ－ビス量 84 人日分 84 人日分 84 人日分 

利用者数 14 人 14 人 14 人 
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（３）居住系サ－ビス 

居住系サービスとは、共同生活を行う住居や施設等において訓練等給付ま

たは介護給付を提供するサービスです。以下の 3 種類があります。 

① 自立生活援助  ② 共同生活援助  ③ 施設入所支援 

  

 

① 自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等を利用していた障害者で一人暮らし

を希望する方について、定期的に利用者宅を訪問し、食事や掃除などに課題

がないか、地域住民との関係は良好かなどについて確認を行い、必要な助言

や医療機関等との連絡調整を行うほか、利用者からの相談、要請があった際

には、訪問、電話等による随時の対応を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

自立生活援助 0 人 1 人 1 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績と地域定着支援の利用者を踏まえて、利用者数を見込みます。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

自立生活援助 2 人 2 人 2 人 
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② 共同生活援助（グループホーム） 

主として夜間に、共同生活を営む住居において相談、入浴、排せつ、食事

の介護等、日常生活上の援助を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

共同生活援助 369 人 383 人 399 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績を踏まえて、障害者の増加傾向、新たなグループホームの開所見込

み、入所施設からの地域移行、入院中の精神障害者のうち地域生活への移行後

に共同生活援助の利用が見込まれる方の数等を勘案し、利用者数を見込みます。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

共同生活援助 439 人 472 人 508 人 

 

 

③ 施設入所支援 

施設に入所する方に、主として夜間において、入浴や排せつ、食事の介護

等を提供します。  

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

施設入所支援 304 人 297 人 294 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

施設入所者の地域生活への移行、入所待機者の状況を踏まえ、利用者数を見

込みます。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

施設入所支援 294 人 294 人 332 人 
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（４）相談支援 

障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）の改正により「相談支援の充

実」が図られることとなったことから、以下のサービスが平成 24 年 4 月か

ら開始しました。 

  ① 計画相談支援  ② 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）    

 

① 計画相談支援 

障害福祉サービスを申請した障害者について、サービス等利用計画の作成

及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）を行うこと

により、障害者の自立した生活を支え、障害者の抱える課題の解決や適切な

サービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援を行うもの

です。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

計画相談支援 342 人 352 人 366 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

平成 24 年 4 月の障害者自立支援法等関係法令の改正に伴い、平成 27 年度か

ら、障害福祉サービス、地域相談支援に係る申請のあったすべての事例におい

て、申請者に対してサービス等利用計画案の提出を求めるものとされています。

そのため、全ての障害福祉サービス及び地域相談支援の支給決定者数の見込み

に基づき、サービス量を見込みます。 

 

≪見込量（月間）の設定≫  

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

計画相談支援 381 人 395 人 411 人 
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② 地域相談支援 

ア）地域移行支援 

障害者支援施設や精神科病院に入所等をしている障害者に対し、住居

の確保、地域生活の準備や福祉サービスの見学・体験のための外出への

同行支援、地域における生活に移行するための活動に関する相談等の 

支援を行います。 

  

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

地域移行支援 5 人 8 人 8 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

施設入所者の地域生活への移行者数、入院中の精神障害者のうち地域生活へ

の移行後に地域移行支援の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用者数を

見込みます。  

 

≪見込量（月間）の設定≫  

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

地域移行支援 9 人 10 人 11 人 
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イ）地域定着支援 

居宅で単身生活をしている障害者等に対し、夜間も含む緊急時におけ

る連絡、相談等の支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫  

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

地域定着支援 4 人 3 人 5 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

     

施設入所者の地域生活への移行者数、入院中の精神障害者のうち地域生活へ

の移行後に地域定着支援の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利用者数を

見込みます。 

 

≪見込量（月間）の設定≫  

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

地域定着支援 4 人 5 人 6 人 

 

 

 



50 

（５） 障害福祉サービス等の種類ごとの見込量確保のための方策 

（１）から（４）で見込んだ障害福祉サービスの種類ごとの必要なサービ

ス量について、サービスの種類ごとにその事業を行う事業者等の確保に関す

る方策は以下のとおりです。 

  （今後、東京都との調整により、変更が生じる場合があります。） 

 

① 訪問系サービス 

○訪問系サービスは、地域での生活を支えるために必要なサービスであり、

在宅での生活を支援する基本的なサービスです。 

○令和元年度に実施した障害者実態調査では、希望の暮らしをするために

訪問系サービスの充実を求める割合が身体障害者や高次脳機能障害者で

高く、また、今後利用したいサービスとして居宅介護の希望が最も高い

結果となりました。潜在的な利用ニーズが高いことがうかがえます。 

○サービス提供事業者への調査結果では、今後 3 年間で事業拡大または新

規参入したいサービスとして居宅介護が一番多かった一方、スタッフの

確保・資質向上が経営上の課題となり、民間事業所の事業拡大や新規参

入の阻害要因となっていることがわかります。 

○福祉人材の確保は、障害福祉分野だけでなく、高齢福祉分野や児童福祉

分野など様々な分野で全国的に人材不足に陥っている状況にあります。 

○そのため、区独自の取組には限界がありますが、障害福祉の現場が魅力

的で働きがいのある職場であることの周知・広報等に取り組むなど、人

材の確保・資質向上につながる取組を進めるとともに、引き続き、事業

参入等の促進を図り、訪問系サービスの確保・充実に努めます。 

 

② 日中活動系サービス 

〇区内で日中活動系サービスを提供する施設は、生活介護 15 か所、就労移

行支援 9 か所、就労継続支援Ａ型 4 か所、就労継続支援Ｂ型 31 か所とな

っています。（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

〇その中で、生活介護及び就労継続支援Ｂ型の利用者が各々740 人程度お

り、障害者の増加傾向や生活介護の利用希望の高さを考慮すると、今後

も利用者の増加が見込まれています。 

〇また、特別支援学校の卒業生のニーズへの対応も必要です。 

〇そのため、区では利用者の動向等を見ながら、各サービスの事業参入を

促進しつつ、生活介護については、特別支援学校の卒業生の見込みも勘

案して、事業参入に加えて既存施設の定員拡大などの対応を図り、サー

ビス量の確保に努めていきます。 
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③ 居住系サービス 

〇入所施設等から地域生活への移行を進めるためには、地域における居住

の場としてのグループホームを中心とした住まいを確保することが重要

です。 

〇区内には、多くのグループホームが整備されていますが、入所施設から

地域生活への移行の受け皿として、また、親亡き後の自立を支援する受

け皿として、引き続きグループホームの運営を支援していくとともに、

新たなグループホームの整備を促進していきます。 

〇特に日中サービス支援型グループホームは、障害者の重度化・高齢化に

対応するために創設された新たな類型であり、施設等から地域移行の促

進や地域生活の継続など、地域生活支援の中核的な役割を担うことが期

待されています。今期中に整備着手できるよう取組を進めていきます。 

〇さらに、家族や在宅サービス、グループホームでは対応が困難であるな

ど、真に入所が必要な方などに対しては、障害者入所施設の整備を進め、

令和 5 年度から区内において施設入所支援サービスを提供できる体制を

確保します。 

 

④ 相談支援 

〇地域において自立した日常生活または社会生活を営むためには、障害福

祉サービスの提供体制の確保とともに、サービスの適切な利用を支え、

各種ニーズに対応する相談支援体制の充実が欠かせません。 

〇計画相談支援は、障害福祉サービス等の利用計画の作成を行っています

が、区内においては事業所及び相談支援専門員がここ数年横ばいに推移

しています。 

〇計画相談支援の充実に向けて、引き続き、区の就業・定着促進事業を活

用して人材を確保・育成するとともに、相談支援専門員が働きやすい環

境整備に取り組みます。 

〇地域相談支援についても、各地域活動支援センターの相談支援体制を継

続していきます。 
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３ 地域生活支援事業に関する事項 

区が実施する地域生活支援事業について、実施する事業の内容、事業の種

類ごとの実施に関する考え方及び量の見込み、事業の見込量確保の方策など

を定めます。 

 

（１）実施する事業の内容 

区では、障害者総合支援法 第 77 条に定められている、区（市町村）が

実施する地域生活支援事業を行っていくほか、既存の事業や必要に応じて行

う新規事業等を効果的に組み合わせて、障害者等の地域生活を支援します。 

 

① 理解促進研修・啓発事業 

理解促進研修・啓発事業は、障害者等が日常生活及び社会生活を営む上で

生じる「社会的障壁」を除去するため、障害者等の理解を深めるため研修・

啓発を通じて地域住民への働きかけを強化することにより、共生社会の実現

を図ることを目的とした事業です。 

区では、障害者福祉大会を年 1 回開催し、障害者等と地域住民の交流の機

会を設けています。 

 

≪令和元年度・令和 2 年度の実施状況≫ 

理解促進研修・啓発事業 令和元年度 令和 2 年度 

実施の有無 有 有 

 

≪見込量の設定≫ 

理解促進研修・啓発事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実施の有無 有 有 有 

 

② 自発的活動支援事業 

自発的活動支援事業は、障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営む

ことができるよう、障害者等、その家族、地域住民等による地域における自

発的な取組を支援することにより、共生社会の実現を図ることを目的とした

事業です。 

区では知的障害者学習支援事業を実施し、軽度知的障害のある 18 歳以上

の就労者に対し学習活動、学習支援活動を行っています。 
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≪令和元年度・令和 2 年度の実施状況≫ 

自発的活動支援事業 令和元年度 令和 2 年度 

実施の有無 有 有 

 

≪見込量の設定≫  

自発的活動支援事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実施の有無 有 有 有 

 

③ 相談支援事業 

相談支援事業は、障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言

を行うほか、権利擁護のために必要な援助を行う事業です。 

ア）障害者相談支援事業 

この事業は、障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等か

らの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービス

の利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発

見のための関係機関との連携調整その他の障害者等の権利擁護のために

必要な援助（相談支援事業）を行うものです。 

今後、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として基幹相

談支援センターを設置し、さらなる相談支援の充実を図ります。 

 

 イ）基幹相談支援センター等機能強化事業 

この事業は、区市町村における相談支援事業が適正かつ円滑に行われ

るよう、一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有

する専門的職員を配置することや、地域における相談支援事業者等に対

する専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援、地域移行

に向けた取組等を実施するものです。区では、障害者支援課に保健師を

配置して、機能強化を図っていますが、さらなる充実を図るため、基幹

相談支援センターを設置します。 

 

 ウ）住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

この事業は、賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保

証人がいない等の理由により入居が困難な方に対して、入居に必要な調

整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通して障害の

ある方の地域生活を支援するものです。区では、他部署や関係機関との

連携により、支援体制の充実を図ります。 
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≪平成 30 年度から令和 2 年度の実施状況（年間）≫  

相談支援事業 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

ア 障害者相談支援事業 9 か所 9 か所 9 か所 

イ 基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
有 有 有 

ウ 住宅入居等支援事業 有 有 有 

 

≪見込量（年間）の設定≫ 

相談支援事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

ア 障害者相談支援事業 9 か所 9 か所 9 か所 

イ 基幹相談支援センター等 

機能強化事業 
有 有 有 

ウ 住宅入居等支援事業 有 有 有 

 

 

④ 成年後見制度利用支援事業 

この事業は、障害福祉サービスの利用等の観点から、成年後見制度の利用

が必要と認められる知的障害者または精神障害者に対し、成年後見制度の利

用を支援することにより、障害者の権利擁護に資することを目的としていま

す。区では、制度利用を希望する低所得者に対して、家庭裁判所への申立て

に要する経費（登記手数料、鑑定費用など）及び後見人等の報酬の全部また

は一部を助成します。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度の実施状況（年間）≫ 

成年後見利用支援事業 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

実利用者数（助成対象者数） 6 人 7 人 16 人 

（注）令和 2 年度は見込みの数値です。 

 

≪見込量（年間）の設定≫  

成年後見利用支援事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実利用者数（助成対象者数） 10 人 10 人 10 人 
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⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

この事業は、成年後見制度において親族や専門職（弁護士等）の後見人が

得られない場合に、法人後見及び社会貢献型後見人の法人後見監督を受任す

ることにより、障害者の権利擁護を図ることを目的とした制度です。区では

社会福祉協議会に対し、法人後見等事業に係る諸経費を補助しています。 

 

≪令和元年度から令和 2 年度の実施状況≫ 

成年後見制度法人後見支援事業 令和元年度 令和 2 年度 

実施の有無 有 有 

 

≪見込量の設定≫  

成年後見制度法人後見支援事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実施の有無 有 有 有 

 

⑥ 意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため、意思疎通を図ることに支

障がある方に、手話通訳者・要約筆記者の派遣、窓口への手話通訳者設置を

行います。 

実績数値を基に、聴覚・言語機能障害での身体障害者手帳所持者数の平均

増加率を用いて、サービス見込量を算定します。 

 

≪手話通訳者・要約筆記者派遣、手話通訳者設置数の推移（年間）≫ 

意思疎通支援事業 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

①手話通訳者派遣 実利用者数 162 人 147 人 155 人 

②要約筆記者派遣 実利用者数 5 人 5 人 5 人 

③手話通訳者設置事業 設置者数 2 人 2 人 2 人 

（注１）令和 2年度は見込みの数値です。 

（注２）「手話通訳者」には、「手話通訳士」（国の手話通訳技能認定試験に合格し登録

を受けた者）、「手話通訳者」（都道府県が実施する手話通訳者養成研修事業にお

いて登録を受けた者）、「手話奉仕員」（区市町村及び都道府県で実施する奉仕員

養成研修事業において手話奉仕員として登録された者）を含みます。 

（注３）「要約筆記者」には、「要約筆記者」（区市町村及び都道府県が実施する要約筆

記者養成研修事業において登録された者）、「要約筆記奉仕員」（区市町村及び都

道府県で実施する奉仕員養成研修事業において要約筆記奉仕員として登録され

た者）を含みます。 
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≪聴覚等に障害のある方の推移≫ 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

身体障害者手帳所持者数  

（聴覚・言語・音声機能障害）
1,574 人 1,587 人 1,595 人 1,582 人 

 伸び率  0.83％ 0.50％ △0.82％ 

（注）各年度とも 12月 31 日現在。ただし、令和 2 年度は見込みの数字です。 

上記より、聴覚・言語・音声機能に障害のある方の推移に基づき、手話通訳

者の派遣利用者についても、横ばいで推移する見込みとなります。 

 

≪見込量（年間）の設定≫  

意思疎通支援事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

①手話通訳者派遣 実利用者数 155 人 155 人 155 人 

②要約筆記者派遣 実利用者数 5 人 5 人 5 人 

③手話通訳者設置事業 設置者数 2 人 2 人 2 人 

 

⑦ 日常生活用具給付等事業 

障害者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付または貸与す

ることによって日常生活上の便宜を図り、その福祉の増進に資することを目

的とする事業です。 

サービス見込みは、品目を大きく 3 つに区分し、実績値より利用件数を算

定します。 

≪支給件数等の実績（年間）≫  

日常生活用具給付等事業 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

①日常生活用具（件数） 314 件 410 件 415 件 

②排せつ管理支援用具（件数） 8,353 件 8,438 件 8,556 件 

③居宅生活動作補助用具 

（住宅改修）（件数） 
12 件 11 件 12 件 

（注）令和 2 年度は見込みの数値です。 

≪見込量（年間）の設定≫ 

日常生活用具給付等事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

①日常生活用具（件数） 427 件 440 件 455 件 

②排せつ管理支援用具（件数） 8,814 件 9,094 件 9,396 件 

③居宅生活動作補助用具 

（住宅改修）（件数） 
12 件 12 件 12 件 
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⑧ 手話奉仕員養成研修事業 

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した

者の養成によって、意思疎通を図ることに支障がある障害者の自立した日常

生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的とした事業で

す。区では社会福祉協議会に委託して実施しています。 

実績数値を基にサービス見込量を算定します。 

 

≪講習修了者数の推移（年間）≫ 

手話奉仕員養成研修事業 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

養成コース修了者数 －人 11 人 0 人 

 

≪見込量（年間）の設定≫ 

手話奉仕員養成研修事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

養成コース修了者数 16 人 18 人 19 人 

 

⑨ 移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害者等について、外出のための支援を行うことに

より、地域における自立生活及び社会参加を促すことを目的とした事業です。 

実利用者数の伸び率と一人当たりの月平均利用時間数から、サービス見込

量を設定します。 

 

≪利用者数と利用時間の推移（月間）≫ 

移動支援事業 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

実利用者数 560 人 605 人 497 人 

 伸び率  8.04％ △17.85％ 

延べ利用時間 6,781 時間 7,533 時間 5,934 時間 

一人当たりの平均利用時間 12.11 時間 12.45 時間 11.94 時間 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

≪見込量（月間）の設定≫ 

移動支援事業 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

実利用者数 583 人 631 人 683 人 

 伸び率 17.3％ 8.28％ 8.28％ 

延べ利用見込時間 6,996 時間 7,572 時間 8,196 時間 

一人当たりの平均利用時間 12 時間 12 時間 12 時間 
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⑩ 地域活動支援センター機能強化事業 

この事業は、地域の実情に応じ、創作的活動または生産活動の機会の提供、

社会との交流の促進等の便宜を供与し、障害者等の地域生活支援の促進を図

ることを目的としたものです。 

利用者に対し、創作活動、生産活動の機会の提供等、地域の実情に応じた

支援を行う基礎的事業を実施しています。加えて、精神保健福祉士等を配置

して医療・福祉・地域の社会基盤との連携強化のための調整、相談支援事業

等を行うⅠ型、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービス等の事業を実施

するⅡ型が区内に整備されています。 

令和 2 年 4 月現在、区内にある地域活動支援センターは 4 か所です。それ

ぞれの実施箇所数及び利用人数（基礎的事業分も含む）を見込みます。 

 

 

≪設置箇所数と利用人数の推移（年間）≫ 

地域活動支援センター 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

Ⅰ型 
実施箇所数 3 か所 3 か所 3 か所 

利用者数 1,424 人 1,321 人 1,375 人 

Ⅱ型 
実施箇所数 1 か所 1 か所 1 か所 

利用者数 136 人 139 人 138 人 

合計 
実施箇所数 4 か所 4 か所 4 か所 

利用者数 1,560 人 1,460 人 1,513 人 

（注）令和 2 年度は見込みの数値です。 

 

≪見込量（年間）の設定≫ 

地域活動支援センター 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

Ⅰ型 
実施箇所数 3 か所 3 か所 3 か所 

利用者数 1,384 人 1,394 人 1,404 人 

Ⅱ型 
実施箇所数 1 か所 1 か所 1 か所 

利用者数 138 人 138 人 138 人 

合計 
実施箇所数 4 か所 4 か所 4 か所 

利用者数 1,522 人 1,532 人 1,542 人 
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⑪ その他の事業 

上記事業以外の、自立した日常生活または社会生活を営むために必要な事

業として、区では次の事業を実施します。 

 

ア）訪問入浴サービス事業 

障害者福祉センター浴室を利用できない方に、専門業者による巡回入

浴車を自宅に派遣して入浴を行います。 

 

イ）更生訓練費給付事業 

区内に住所を有する身体障害者で、施設内で行われる授産等の訓練の

支援を必要とする方が、訓練において要する諸雑費及び通所費を給付し

ます。 

 

ウ）点字・声の広報等発行事業 

視覚障害者のために、「こうとう区報」点字版や、声の広報を製作・発

行します。 

 

エ）自動車運転教習費助成事業 

障害者の日常生活の利便及び生活圏の拡大を図るため、自動車運転免

許の取得に要する費用の一部を助成します。 

 

オ）自動車改造費助成事業 

重度身体障害者の社会参加の促進を図るため、就労等に伴い自動車を

取得する場合、その自動車の改造に要する経費を助成します。 

 

 

≪各事業の実績（年間）≫ 

サ－ビス名 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

ア 訪問入浴サ－ビス事業（実利用人数） 28 人 29 人 27 人 

イ 更生訓練費給付事業（実利用人数） 21 人 17 人 15 人 

ウ 点字版広報製作部数（製作部数） 42 部 40 部 38 部 

 声の広報製作部数（製作部数） 91 部 89 部 89 部 

エ 自動車運転教習費助成事業 

（実利用人数） 
0 人 1 人 3 人 

オ 自動車改造費助成事業（実利用人数） 8 人 9 人 6 人 

（注）令和 2 年度は見込みの数値です。 
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≪見込量（年間）の設定≫ 

サ－ビス名 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

ア 訪問入浴サ－ビス事業（実利用人数） 28 人 28 人 28 人 

イ 更生訓練費給付事業（実利用人数） 18 人 18 人 18 人 

ウ 点字版広報製作部数（製作部数） 38 部 38 部 38 部 

 声の広報製作部数（製作部数） 89 部 89 部 89 部 

エ 自動車運転教習費助成事業 

（実利用人数） 
2 人 2 人 2 人 

オ 自動車改造費助成事業（実利用人数） 8 人 8 人 8 人 

 

（２） 各事業の見込量確保のための方策 

〇理解促進研修・啓発事業は、着実に実施するほか、本事業以外でも様々

な機会を捉えて障害の理解促進に努め、全ての区民が、分け隔てられる

ことなく、相互に人格と個性を尊重しあいながら共生する社会の実現を

推進していきます。 

〇自発的活動支援事業は、障害者の余暇活動の場としても機能しており、

学習支援者やボランティアの協力を得ながら実施していきます。 

〇相談支援事業はこれまでの相談支援体制を継続するほか、基幹相談支援

センターの設置に向けて、地域福祉計画における包括的支援体制の検討

とも整合性を取り、鋭意検討を進めていきます。また、住居入居等支援

事業は、居住支援協議会との連携を図りながら、充実に努めます。 

〇成年後見制度関連事業は、成年後見制度の利用が必要な知的障害者また

は精神障害者に制度が確実に行き届くよう、関係機関との連携強化に努

めます。 

〇意思疎通支援事業及び手話奉仕員養成研修事業は、「江東区手話言語の普

及及び障害者の意思疎通の促進に関する条例」の制定趣旨を踏まえ、派

遣・養成を着実に実施するとともに、障害者の意思疎通手段の普及啓発

に努めます。 

〇日常生活用具給付等事業は、用具の性能向上や必要性に応じて、適宜、

給付品目の見直し、新規選定を行うなど効果的な給付を行っていきます。 

〇移動支援事業は、自立した生活と社会参加に資するサービスとなるよう、

事業の実施状況を踏まえて必要な改善や見直しを図ります。 

〇地域活動支援センター機能強化事業は、4 センターで実施していきます。 
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1 令和 5 年度の目標値の設定と目標達成に向けた施策の推進 

第2期障害児福祉計画では、障害児通所支援等の提供体制を確保するため、

第 1 期計画での実績や本区の実情を踏まえ、国の指針に沿って成果目標を設

定し、取組をさらに推進していきます。 

 

【 国（厚生労働省）の指針 】 

項    目 目   標 

児童発達支援センター 
令和5年末までに少なくとも1か所以

上設置 

保育所等訪問支援 
令和 5 年度末までに利用できる体制

を構築 

主に重症心身障害児を支援する児童発

達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所 

令和5年度末までに少なくとも1か所

以上確保 

医療的ケア児を支援するための関係機

関の協議の場 
令和 5 年度末までに設置 

医療的ケア児等に関するコーディネー

ター 
令和 5 年度末までに配置 

（資料）厚生労働省 

                       

【障害児支援の提供体制の整備等実績 】 

項    目 実  績 

児童発達支援センター 3 か所設置 

保育所等訪問支援 2 か所で利用できる体制を確保 

主に重症心身障害児を支援する児童発

達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所 

児童発達支援事業所 1 か所 

放課後等デイサービス事業所 2 か所 

医療的ケア児を支援するための関係機

関の協議の場 
設置 

医療的ケア児等に関するコーディネー

ター 
3 人配置 

※児童発達支援センター及び保育所等訪問支援は、都立施設を含めています。 

第４章 目標値とサービス見込み【第２期江東区障害児福祉計画】 
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児童発達支援センターは、通所利用の障害児への支援だけではなく、地域

の障害児・その家族を対象とした支援や保育所等の施設に通う障害児に対し

施設を訪問して支援するなど、地域支援に対応した地域の中核的な療育支援

施設です。区においては既にこども発達センターが児童発達支援センターと

して設置されており、分室を合わせて 2 か所で地域の中核的な療育を担って

います。障害児支援の重層的な地域支援体制の構築を目指すため、児童発達

支援センターの役割は一層重要性を増しており、特に地域支援の強化を図る

必要があります。そこで、こども発達センターにおいて、保育所等訪問支援

の拡大を図るほか、地域の障害児通所支援施設、保育園、幼稚園、放課後児

童健全育成事業などに対するアウトリーチ型支援の実施を検討し、地域の障

害児支援体制の充実を図るとともに、障害児の早期発見・早期支援の体制づ

くりを進めていきます。 

また、医療的ケア児について、身近な地域で必要な支援が受けられるよう、

第1期計画期間中に設置された医療的ケア児支援関係機関連携会議を活用し

てニーズの把握等に努めていきます。 

 

【障害児支援の提供体制の整備等目標 】 

項    目 目   標 

児童発達支援センター 

3 か所設置 

※設置数は現状維持。センター機能の

拡充を検討する。 

保育所等訪問支援 
3 か所で利用できる体制を確保 

※1 か所の増 

主に重症心身障害児を支援する児童発

達支援事業所及び放課後等デイサービ

ス事業所 

児童発達支援事業所 1 か所 

放課後等デイサービス事業所 2 か所 

※箇所数は現状維持。計画期間中の状

況を見て検討する。 

医療的ケア児を支援するための関係機

関の協議の場 
設置 

医療的ケア児等に関するコーディネー

ター 

3 人配置 

※配置人数は現状維持。計画期間中の

状況を見て検討する。 

※児童発達支援センター及び保育所等訪問支援は、都立施設を含めています。 
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２ サービス必要量の見込みと確保のための方策 

障害児通所支援及び障害児相談支援の種類ごとの必要なサービス量につ

いて、障害児通所支援等の利用実績やサービスの利用意向など地域の実情を

踏まえ、令和 3 年度から令和 5 年度までの各年度における見込みを設定しま

す。 

（今後、東京都との調整により、変更が生じる場合があります。） 

 

（１）障害児通所支援 

児童通所系サービスは、児童福祉法に基づく事業として位置づけられ、以

下の 5 事業が提供されています。 

① 児童発達支援  ② 医療型児童発達支援  ③ 放課後等デイサービス 

④ 保育所等訪問支援  ⑤ 居宅訪問型児童発達支援 

  

① 児童発達支援 

療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未

就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練等の支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

児童発達支援 
サ－ビス量 3,581 人日分 3,799 人日分 3,896 人日分 

利用者数 705 人 735 人 707 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績に加え、本区の増加傾向にある児童数の推移、新規事業所の開設見

込みを勘案して利用者数を見込み、今後のサービス見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

児童発達支援 
サ－ビス量 4,398 人日分 4,458 人日分 4,506 人日分 

利用者数 733 人 743 人 751 人 
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② 医療型児童発達支援 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が  

必要であると認められる障害児を対象に、児童発達支援に加えて治療を行い

ます。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

医療型児童 

発達支援 

サ－ビス量 20 人日分 9 人日分 9 人日分 

利用者数 7 人 4 人 8 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績に基づき利用者数を見込み、今後のサービス見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

医療型児童 

発達支援 

サ－ビス量 12 人日分 12 人日分 12 人日分 

利用者数 6 人 6 人 6 人 
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③ 放課後等デイサービス 

学校教育法第 1 条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く）に就学してお

り、授業の終了後または休業日に支援が必要と認められる障害児に、生活能

力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他必要な支援を行い

ます。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

放課後等 

デイサービス 

サ－ビス量 7,350 人日分 7,744 人日分 7,677 人日分 

利用者数 643 人 689 人 700 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績に加え、本区の増加傾向にある児童数の推移、新規事業所の開設見

込みを勘案して利用者数を見込み、今後のサービス見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

放課後等 

デイサービス 

サ－ビス量 7,920 人日分 8,327 人日分 8,756 人日分 

利用者数 720 人 757 人 796 人 
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④ 保育所等訪問支援 

保育所等（※）の施設に通っており、当該施設を訪問して専門的な支援を

行うことが必要と認められた障害児について、障害児以外の児童との集団生

活への適応のための専門的な支援等を提供します。 

※保育所その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定めるものが対象で

す。具体的には、保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園等が含まれま

す。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

保育所等 

訪問支援 

サ－ビス量 27 人日分 17 人日分 13 人日分 

利用者数 27 人 17 人 13 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績に加え、本区の増加傾向にある児童数の推移、事業所の受入れ可能

人数を勘案して、今後の利用者数を見込み、今後のサービス見込量を算定しま

す。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

保育所等 

訪問支援 

サ－ビス量 19 人日分 29 人日分 38 人日分 

利用者数 19 人 29 人 38 人 
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⑤ 居宅訪問型児童発達支援 

重症心身障害児など重度の障害があり、児童発達支援等の障害児通所支援

を利用するために外出することが著しく困難な障害児の居宅を訪問し、日常

生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を実施します。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

居宅訪問型 

児童発達支援 

サ－ビス量 0 日分 6 人日分 23 人日分 

利用者数 0 人 2 人 4 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

利用実績に基づき利用者数を見込み、今後のサービス見込量を算定します。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

居宅訪問型 

児童発達支援 

サ－ビス量 20 人日分 20 人日分 20 人日分 

利用者数 4 人 4 人 4 人 
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（２）障害児相談支援 

障害児通所支援の利用にあたっては障害児支援利用計画を作成し、見直し

を図ることにより、障害児の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向け

たマネジメントを行い、きめ細かく支援を行うものです。 

 

① 障害児相談支援 

障害児通所支援を申請した障害児について、障害児支援利用計画の作成、

見直し（モニタリング）を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2 年度利用実績と見込み（月間）≫ 

種   類 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

障害児相談支援 148 人 121 人 138 人 

（注）令和 2 年度は利用見込みの数値です。 

 

障害児通所支援の支給決定者数を障害児相談支援の対象として、利用者数を

見込みます。 

 

≪見込量（月間）の設定≫ 

種   類 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

障害児相談支援 143 人 147 人 152 人 
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（３） 障害児通所支援等の種類ごとの見込量確保のための方策 

（１）及び（２）で見込んだ障害児通所支援等の種類ごとの必要なサービ

ス量について、サービスの種類ごとにその事業を行う事業者等の確保に関す

る方策は以下のとおりです。 

  （今後、東京都との調整により、変更が生じる場合があります。） 

 

① 障害児通所支援 

○区内で障害児の通所支援を提供する施設は、児童発達支援 18 か所、医療

型児童発達支援 1 か所、放課後等デイサービス 37 か所となっています。

（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

○児童発達支援は、利用実績及び児童数が増加傾向にあること、発達障害

児への早期支援体制の確保の観点から、民間事業所の事業拡大や新規参

入を促して確保に努めます。 

○放課後等デイサービスは、民間事業所の参入を背景としてサービス提供

体制は充足している状況です。しかし、臨海部において不足している状

況があるため、引き続き、臨海部の事業参入等を促進していきます。 

○保育所等訪問支援は、現在 2 か所で実施していますが、区立施設におい

てさらに 1 か所実施できるよう準備を進めていきます。 

 

② 障害児相談支援 

○障害児相談支援は、就学時及び卒業時において支援が円滑に引き継がれ

るために、各機関と緊密な連携を図るうえで重要な役割を担っており、

十分な提供体制を整える必要があります。 

○民間事業所の事業参入等により提供体制の確保に努めます。 

 


